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へき地保健医療対策検討会報告手骨子 ( 案 ) 

]  へき地・ 硅島 保健医療を取り 巻く環境の近年の 変化 

0 へき地・離島医療を 取り巻く環境については、 近年以下のような 変化があ り、 今後のへ 

き地 ・離島医療対策を 検討するに際しては、 十分な考慮が 必要。 

(1) 国民の医療に 求める意識の 変化と医療提供体制の 変化 

0 平成 1 4 年受療行動調査 ( 厚生労働省 ) によれ ば 、 外来患者の年齢階級別満足度をみ 

ると、 「非常に満足」と 回答した割合は、 7 5 歳以上では 3 5. 8% 。 、 6 5 ～ 7 4 歳 

では 3 4. 1% 、 4 0 ～ 5 4 歳では 2 6. 3%0 、 1 5 ～ 3 9 歳では 2 4. 8%0 と、 午 

齢 層が若くなるに 従って低下する 傾向がみられており、 若い世代ほど 医療に求める 要 

求水準が高いことが 示唆。 

0 東京都が行った 、 インターネ、 ット によるモニターアンケート「医療機関選択のために 必 

要な医療情報」 ( 平成 1 6 年 ) によれ ば 、 「医療機関を 決めるための 判断基準として 重要に 

思うこと」として、 「医療技術への 信頼」が 8 7. 3% と最も高いことからも 考えられる 

とおり、 へき地・離島に 限らず、 国民全体として 医療技術の向上を 始めとした、 医療への 

要求水準が高まっている。 

0 提供する医療技術の 向上に伴い、 専門医療の確保が 課題となっている。 特に、 麻酔件 

数の増加等による 麻酔科医の需要の 増加、 救急対応を 2 4 時間行うことの 要望が強ま 

っ たこと等による 小児科医の需要の 増加などが顕著。 また、 産科医志望者の 減少とそ 

の退職者数の 増加による産科医の 減少も課題に。 

(2) 三位一体改革に 基づく地方公共団体の 権 限強化と国及び 地方公共団体における 財政 

構造改革 

0 地方分権 の推進に伴い、 自治体の税財政面での 自由度・裁量度の 拡大が求められてい 

ることを背景として、 ①国庫補助負担金の 縮減、 ②国から地方への 税源の移譲、 ③地 

方財政の依存の 低下を目指した 地方交付税の 見直し、 を同時に改革する、 いわゆる「姉 

位一体の改革」が 進行。 

0 この動きの中で、 平成 l f 年 8 月、 全国知事会など 地方 6 団体は「国庫負担金等に 関す 

る改革案」を 示し、 この中で、 へき地診療所運営費の 補助などを含む 医療施設運営費等 補 

助 金や、 へき地医療支援拠点病院の 設備の補助などを 含む医療施設等設備整備費補助金な 

どを「平成 1 7 年度及び平成 1 8 年度に廃止して 都道府県をはじめとした 地方公共団体へ 
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税源移譲すべき 国庫補助負担金」として 提示。 

0 一方で、 いわ める「姉位一体の 改革」については、 政府。 与党の合意として、 医療。 保 

健衛生にかかる 事業については、 保健医療提供体制推進事業として 統合補助金に、 施設整 

備費については、 保健医療提供体制整備交付金として 交付金に転換し、 全体としては 補助 

の 目的を明確にしつつ、 地方公共団体の 自由度・裁量度を 向上させることと 整理された。 

また、 へき地保健医療に 係る補助制度については、 国の関与を十分に 確保する観点等から、 

現行の補助制度を 維持する方向で 検討することとされた。 

(3) 市町村合併の 進行 

0 地方分権 の推進に伴い、 自治体機能を 強化することなどを 目的として、 市町村合併が 進 

められている。 市町村数は、 平成丁 1 年 3 月には 3, 2 3 2 であ ったが、 平成 1 7 年 4 月 

1 日現在では 2, 3 9 5 となっており、 平成 1 7 年 4 月 1 日現在の予定では、 平成丁 8 年 

3 月 3 1 日には、 1, 8 2 2 になる見通し。 

0 市町村合併の 効果としては、 旧 市町村の境界を 越えたサービスによる 住民の利便性の 

向上、 資源が集約されることによる 行政サービスの 多様化・高度化、 広域的視点にた 

っ たまちづくり、 行財政の効率化等が 期待。 

0 保健医療分野においても、 例えば、 市町村合併を 期に、 各地方公共団体が 設置した か 

規模の医療機関を 統合し、 より高度な医療を 地域のネットワークでもって 提供する体 

制を構築するなどの 取り組みが期待。 

(4) 情報通信技術 (1 T) の進歩 

0 総務省が平成 1 5 年末に行った「通信利用動向調査」によれば、 自宅におけるパソコ 

ンからのインターネットの 接続方法として、 ブロードバンド 回線 ( 高速大容量の 通信 

接続が可能な 公帯域の回線 ) の利用割合が 4 7. 8% と、 前 年に 比較して 1 8. 2 ポ 

イント 増 となっており、 急速にブロードバンドが 普及。 

0 ブロードバンドの 利用を双提として、 比較的安価にテレビ 会議システムが 導入できる 

とうになった。 また、 通信回線上の 情報漏洩等の 防止や通信の 起点。 終点識別のため 

の認証等に係る 情報セキュリティ 技術が向上し、 その適切な利用により、 インターネ、 

ット 等の通信手段の 種類に応じた   情報の安全性の 確保が可能となっている。 

0 これらの変化を 背景に、 テレビ会議システムによるカンファレンスや 相談、 遠隔地 へ 

        トゲン写真の 転送と画像診断の 依頼など、 医療分野における 情報通信技術の 活 
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用 が広がっているところ。 

2  へき地・桂島保健医療に 関与するそれぞれの 立 揖からの視点と 今後の対応のき え方 

0 へき地・離島保健医療提供体制の 維持・向上に 当たっては、 住民・患者の 希望の実現を 

目指すことを 前提に、 保健医療に係る 関係者それぞれの 納得と相互といった 立場を踏まえ 

た 、 保健医療に関する 全体像の確立が 前提。 

( ェ ) 住民 

0 住民は質の高い 医療を受けたいと 要望。 その内容は、 診療所の確保だけでなく、 診療 

の安全性の確保はもとより、 診療情報の提供の 推進と患者の 選択の尊重なども 重視。 

0 へき地医療機関における 診断治療機能の 向上と、 搬送手段の確保・ 充実といった、 救 

急医療への要望と 同時に、 遠方の医療機関に 通院することへの 困難が認識。 

0 保健医療に関する 情報は、 医療提供 側 (E 療 機関、 専門家、 行政等 ) と、 住民との間 

に格差があ ることが多い。 住民の視点に 立った取組を 進めるために、 まず、 医療の機 

能や、 医療機関間の 役割などが住民に 分かりやすく 提示される必要。 次に、 住民が、 

地域の医療提供体制のあ り方の検討の 際に、 積極的に参加することが 期待。 

(2) 無 屋地区・ 無 歯科医地区があ る等へき地・ 離島保健医療の 確保が必要な 市町村 

0 小規模市町村において、 地域の中核医療機関が、 保健医療福祉の 包括的実施の 中核と 

して機能し、 住民の健康の 確保・向上に 役立っている 事例があ ることから、 行政と医 

療 機関が住民の 健康について 理想の姿を共有し、 小回りよく必要な 取組が実践される 

ことが期待。 

0 そのためには、 市町村が、 住民の健康の 確保と向上を 包括的に捉えた 戦略の策定と、 

必要な資源を 効率的に活用し、 総合的な体制を 構築することが 重要。 医療従事者もそ 

の理想像に共鳴して 参画することが 期待。 

0 市町村合併は、 医療機関の再編成を 含む、 既存の保健医療対策を 見直す機会であ り、 

市町村ごとの 保健医療対策の 適切さが試される 重要な機会。 例えば、 合併する各市町 

村に診療所があ る場合、 これらを統合し、 複数の医師が 配置され、 常時一定レベルの 

診療が可能で、 他の診療所をサポートする 機能を有する 中核的な診療所の 設置や、 一 

般的な診療所と 巡回診療等を 組み合わせた 体制に再編成すること 等により、 提供する 

医療水準の向上と、 アクセスの確保を 図るような対応が 考えられる。 
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(3) へき地。 離島の保健医療提供体制を 確保する都道府県 

0 これまでへき 地保健医療計画で 取り組まれた、 へき地診療所、 へき地医療支援病院、 

へき地医療支援機構等により、 へき地保健医療は 一定の前進をみた。 また、 これら へ 

の 財政的支援 は 一定の役割を 果たしてきた。 しかしながら、 未だ解決には 至っていな 

ぃ 地域や課題も 存在。 

0 地域で求められる 医療レベルの 同上と共に、 専門医療の確保が 課題として顕在化。 特 

に 、 へき地医療を 支える地域の 中核的な病院について、 専門医療の確保が 課題。 この 

ため、 専門医療の確保については、 情報通信技術の 活用や搬送手段の 確保を含めた、 

都道府県 域 全体での調整が 必要。 

0 他の都道府県の 成果も参考にしつつ、 都道府県全域の 保健医療提供体制を 検討する 中 

で、 へき地保健医療対策の 計画立案と実施が 必要。 

0 都道府県が作成する 医療計画には、 これまでもへき 地医療の確保に 関する事項を 記載 

することとしていたが、 国の医療計画の 見直しに伴い、 他の医療機能の 記載も勘案し 

た 有効な取り組みを 記載する必要。 あ わせて住民の 意見も採り入れる 工夫が必要。 

(4) 医師・医療機関等 

0 臨床研修の必修化と 併せ、 総合診療への 関心の高まりと 共に、 へき地・離島診療の 総 

合性・包括 制 に関心を持つ 医師は徐々に 増加。 さらに、 卒前教育や臨床研修など、 お 

らゆる機会をとらえて、 へき地医療への 関心を高めるよう 努めるべき。 

0 また、 これまでのへき 地保健医療対策の 成果から、 へき地・離島医療に 従事する医師に 

対する適切な 診療面及び生活面の 支援があ れ ば 、 へき地離島医療に 一定期間であ っても 従 

事 しょうとする 医師の増加が 期待。 

0 医師の臨床研修之、 修 化の導入により、 魅力のあ るプロバラムを 実施する医療機関に 医 

師 が集まる傾向。 このため、 医療機関における 医師確保の観点からも、 充実した臨床 

研修の実施が 必、 要 。 

0 医療資源を集中化すれば、 より高度な医療機能を 確保しつつ、 医師の負担が 軽減。 一 

方で入院機能の 集中化と、 外来機能の分散の 取組を実践する 地域も存在。 地域におけ 

る専門的医療提供体制については、 医療機能の集中化とアクセスの 確保のバランスを 

とりながら体制を 計画的に検討するべき。 
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0 平成 17 年 3 月に国立大学医学部長会議常置委員会・ 国立大学付属病院長会議常置委 

員会において「地域における 医師の確保等の 推進について ( 提言 ) 」を発表。 この中 

で、 大学医学部及び 大学付属病院の 役割として、 窓口を一本化した 透明性・公平性が 

確保された医師紹介制度や、 へき地医療の 専門履修コースの 設定などが提言されたと 

ころ。 

(6) 国 

0 目的が明確化されているへき 地・離島保健医療対策への 財政的支援により 一定の成果 

を見たところであ り、 このような支援は 引き続き重要。 

0 今後のへき地・ 離島保健医療対策の 全体像を構築するに 当たっては、 関係者を調整す 

る 他 、 地方公共団体の 取組を財政面のみならず、 事例や考え方の 紹介など情報面での 

技術的な支援を 行 う ことが必要。 

3  へき地・離島保健医療に 対する具体的支援方策 

(1) へき地・離島医療の 確保 

1) へき地診療所 

0 これまでへき 地診療所に対し、 支援を続けてきたことにより、 その維持が図られたも 

のと評価されるが、 地域によっては、 民間で設置した 施設についても、 医師の高齢化 

等により存続できなくなり、 無医地区となってしまう 場合も見受けられる。 このため、 

民間の設置する 診療所についても、 周囲に他の医療機関が 無く、 へき地診療所に 該当 

する場合は、 当該診療所の 設備等について、 へき地診療所として 支援を行う必要。 

0 また、 へき地診療所の 設置等、 へき地医療を 支援、 実践する民間医療法人に 対しては、 

何らかの支援措置を 検討する必要。 

2) 巡回診療 

0 山間へき地においては、 道路事情の好転などにより 巡回診療に対する 需要は低下しつ 

つあ る。 しかしながら、 離島などにおける 専門医療を中心とした 巡回診療については 

引き続いて一定の 要望。 
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致してへき地・ 離島医療を検討する 基礎とすべき。 

(3) 救急医療の確保支援 

1) 医師の救急医療講習 

0 へき地・離島に 勤務する医師は 、 様々な症状のあ る急患が発生した 場合の対応が 必要 

となる一方、 このような症例を 経験する機会が 限定されている。 このため、 確立され 

たカリキュラムによる 救急医療講習の 受講を支援する 必要。 

2) 搬送 

0 ヘリコプタ一等による 搬送については、 搬送に係る手順等を 定める必要。 また、 搬送 

にへき地・離島の 医師が同乗すると、 地域が無医地区になることもあ ることから、 患、 

者 支人医療機関の 医師が搬送に 同乗する体制が 必要。 

(4) へき地患者輸送車 ( 艇 ) 

0 へき地保健医療対策の 中で、 移動手段を持たない 高齢者への対応が 重要となってきて 

いることから、 へき地患者輸送車の 重要性が高まっているところ。 

(5) へき地保健医療情報システム 

0  ( 財 ) 地域医療振興協会において、 インターネットを 利用した情報の 共有化を促進す 

るためのへき 地保健医療情報システムが 運営。 ここでは各地域の 取組の紹介、 掲示板 

機能によるへき 地保健医療の 志望者に対する 相談等幅広い 取組を実践。 このような取 

組は今後も、 必要な見直しを 行い、 続ける必要。 

4  医療計画における 位置付け 

0 医療法では、 医療計画において 定める事項として、 「へき地の医療の 確保が必要な 場合 

にあ っては、 当該医療の確保に 関する事項」とされており、 へき地のあ る各都道府県の 

医療計画に、 必要な内容が 盛りこまれているところ。 

0 検討中の新たな 医療計画の考え 方では、 医療におけるさまざまな 機能の地域における 配 

直や、 医療機関間の 結びつき・役割の 明確化を図ることとしている。 へき地保健医療対 

策も、 さまざまな医療の 機能の結びつき・ 役割を踏まえ、 医療計画作成の 際に適切なへ 

き地保健医療対策を 盛り込み、 課題の達成を 図るべき。 

 
 




